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会計

IASB（国際会計基準審議会）及

び米国財務会計基準審議会（FASB）

との第114回の臨時合同会議が2010

年４月８日にテレビ会議で開催され

た。また、第115回会議は、2010年

４月20日から23日の４日間にわたっ

て行われ、その間に、IASBのみの

会議及びFASBとの合同会議が、ロ

ンドンのIASB本部で開催された。

この会議は、アイスランドの火山噴

火の影響で、FASB及びIASBのボー

ドメンバーの４名がロンドンに行く

ことができず、急遽テレビ会議で開

催された。

第114回会議は、IASBのみの会議

で、①公正価値測定、②退職後給付

（解雇給付）及び③年次改善プロジェ

クトが議論され、それに続くFASB

との合同会議（教育セッション）で

は、④認識の中止（2010年３月の合

同会議で議論ができなかったもの）

が議論された。ここでは、①及び②

について、議論の概要を紹介する。

第115回会議でのIASBの議論では、

①リース（初度適用、他のIFRSの

変更及び利用権の再測定）、②金融

商品（分類及び測定：金融負債）、

③金融商品（ヘッジ会計）及び④保

険会計が議論された。ここでは、①

から③について、議論の概要を紹介

する。

一方、FASBとの合同会議では、

⑤財務諸表の表示、⑥連結、⑦リー

ス、⑧保険会計及び⑨認識の中止が

議論された。なお、連結は、予定さ

れていた議論の多くを終了すること

ができなかったため、2010年５月４

日の臨時会議で議論された。本稿で

は、上記⑤から⑦の議論の内容を紹

介する。

IASB会議には理事15名が参加し

た。FASBとの合同会議には、FASB

のボードメンバー５名が参加した。

本会議のより詳しい解説は、公益

財団法人財務会計基準機構（企業会

計基準委員会）の会員専用ホームペー

ジで入手できるので、興味のある方

はそちらも参照していただきたい

（http://www.asb.or.jp/）。

2010年３月の会議では、2009年５

月に公表された公開草案で開示を求

めていた、レベル３に区分された公

正価値測定に対して感応度分析を求

めるかどうかが議論され、感応度分

析の開示を求めることが暫定的に合

意された。その際に、「感応度分析

では、入力項目間の相互関連（cor-

relation）を考慮する」ことも併せ
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て暫定合意された。しかし、入力項

目間の相互関連を考慮するという要

求は、公開草案では明示されておら

ず、今回、この点に関して限定的な

再公開を行うかどうかが議論された。

議論の結果、この点に限って、限

定的な再公開を行うことが暫定的に

合意された。なお、このプロジェク

トは、米国会計基準（トピック820

（公正価値測定及び開示））をベース

にして議論が開始されたが、その後

のIASBの議論の進展に伴い、トピッ

ク820とIASBの考え方に差異が生じ

ている。このため、2009年10月には、

IFRSと米国会計基準において、公

正価値は同じ意味を持ち、公正価値

測定に関する要求が重要な点におい

て同一であるようにすることが合意

され、これを受け、FASBは、2010

年第２四半期に、公開期間を2010年

８月16日までの最短45日間とする、

トピック820の改訂のための公開草

案の公表を予定している。IASBは、

これと平仄を合わせるため、再公開

草案の開示期間を2010年８月16日ま

でとすることについても暫定的に合

意した。

2010年１月の会議で、解雇給付に

関して下記の２点の改訂を行うこと

が暫定的に合意されているが、今回、

この暫定合意による改訂を再公開す

る必要があるかどうかが議論された。

議論の結果、再公開の必要はない

と判断され、上記の内容で最終基準

化することが合意された。最終基準

は、2010年５月に公表される予定で

ある。

なお、2010年１月の解雇給付に関

する暫定合意の内容は、次のとおり

である。

� 将来のサービス提供に対して支

払われる給付の除外

2005年６月に、IFRS第３号（企業

結合）の公開草案の公表と同時に、

IAS第37号（引当金、偶発負債及び

偶発資産）の改訂とともにIAS第19

号（従業員給付）の中の解雇給付の

改訂に関する公開草案が公表されて

いる。

2005年の公開草案では、解雇給付

には、将来のサービス提供に対して

支払われる給付（staybonus）を含

むとされているが、これを変更して、

解雇給付は、解雇を契機に支払われ

るものに限定し、将来のサービス提

供の対価として支払われる給付

（staybonus）は、退職後給付とし

て扱う。

� 解雇給付の認識のタイミング

2005年の公開草案では、任意の解

雇給付は、①企業が自分の意思で撤

回できるもの（discretionary）と②

国の規制等で撤回できないもの

（non-discretionary）に分類され、解

雇給付を認識するタイミングが異なっ

ていた。すなわち、前者は、従業員

が解雇を受け入れた時点で認識し、

後者は、強制解雇給付と同じ扱い

（従業員への通知時点で認識）を適

用するとされていた。この取扱いを

変え、解雇給付の認識時点は、企業

が解雇給付の提供の提案を撤回でき

なくなった時点とすることとし、具

体的には、次のとおりとする。

・ 従業員が受諾する前に企業が撤

回できる任意の解雇給付は、従業

員が解雇を受け入れた時点で認識

する。

・ 強制解雇給付又は企業が撤回で

きない任意の解雇給付は、企業が、

従業員に通知することによって認

識される。

今回は、①初度適用、②他のIFRS

の結果としての変更及び③利用権の

再測定について議論が行われた。こ

れらは、リース会計の改訂に伴い、

IFRSのみで問題となる事項である。

� 初度適用

今回は、新リース会計基準を初め

てIFRSを採用する企業にどのよう

に適用するかに関して議論が行われ

た。

現在、既にIFRSを適用している企

業が、新リース会計基準を適用する

際の経過措置については、次の取扱

いが暫定的に合意されている。

借 手

� リース料を支払う義務は、リー

ス支払額を借手の追加借入率で割

り引いた現在価値として測定しな

ければならない。利用権資産（right

ofuseasset）は、減損を反映す

るための調整を除き、負債と同じ
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ベースで測定しなければならない。

� 単純なファイナンス・リースを

除き、ファイナンス・リースに対

しては、上記�の経過措置を適用

しなければならない。オプション

などを含まない単純ファイナンス・

リースの測定は、経過措置又は新

基準適用後も変更しない。有形固

定資産の再評価額は、単純ファイ

ナンス・リースの資産の簿価とし

て繰り越すことができる。

貸 手

� リース債権は、リース支払額の

現在価値として測定しなければな

らない。割引率としては、貸手が

借手に賦課するレートを用いなけ

ればならない。

� 履行義務は、リース債権と同じ

ベースで測定しなければならない。

� 貸手は、従前に認識が中止され

ていた資産を、減損及び再評価を

調整した減価償却後の原価で再認

識しなければならない。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 初度適用企業には、既にIFRSを

採用している貸手及び借手に適用

されるのと同じ経過措置が適用さ

れなければならない。

� 単純ファイナンス・リースに対

する例外は、初度適用企業には適

用しない。単純ファイナンス・リー

スには、すべての他のリースに適

用されるのと同じ会計基準が適用

されなければならない。

� 新リース基準の採用による他の

IFRSの改訂

① IFRS第３号の改訂

新リース会計基準の導入により、

企業結合によって取得され、IFRS

第３号（企業結合）に基づいて会計

処理されているリース契約をどのよ

うに会計処理するかについて議論が

行われた。IFRS第３号（第14項及

びB28からB30）では、オペレーティ

ング・リースの場合、取得者（借手）

は、資産及び負債を認識しないが、

しかし、オペレーティング・リース

契約が市場条件に比べて有利であれ

ば無形資産を、不利であれば負債を

認識しなければならないとされてい

る（B29）。

議論の結果、取得日において、取

得者（借手）は、取得したリース資

産及び負債を新リース会計基準に従っ

て測定しなければならないことが暫

定的に合意された。このため、取得

したリース資産及び負債を公正価値

で測定することは求められない。こ

れらに伴い、オペレーティング・リー

ス契約が有利な場合の無形資産の認

識、又は不利な場合の負債の認識を

求める規定の削除を含めて、IFRS

第３号が改訂されることになる。

② IAS第40号の改訂

投資不動産は、賃貸収益若しくは

資本増価（capitalappreciation）又

はその両方を目的として保有する不

動産と定義される。つまり、投資不

動産の保有者は、その価値を不動産

の売却又は賃貸により実現する。投

資不動産の保有者が賃貸を通じてそ

の価値を実現する場合、保有者は貸

手となる。また、貸手が、投資不動

産を直接保有せず、リースによって

投資不動産を保有している場合でも、

当該投資不動産を貸収益若しくは資

本増価又はその両方を目的として保

有する場合には、投資不動産の定義

を満たし、IAS第40号（投資不動産）

を適用することができる。すなわち、

主たるリース（headlease）契約に

よって入手した投資不動産を、さら

にサブ・リースする場合には、この

ような取引を行っている企業は、主

たるリース契約では借手であり、サ

ブ・リース契約では貸手となる。そ

して、新リース会計基準を適用する

場合、主たるリース契約で生じる利

用権は、サブ・リース契約で利用さ

れているため、投資不動産の定義を

満たすことになる。このような場合

の利用権（投資不動産）の会計処理

に関して議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意され、これに基づいてIAS第40号

が改訂される。

� 企業が、公正価値モデルを採用

する場合には、投資不動産に区分

される利用権は、IAS第40号に従っ

て、公正価値で測定することとし、

新リース会計基準の当初認識時以

降の規定は適用しない。

� 企業が原価モデルを採用する場

合には、利用権に対して、新リー

ス会計基準を適用する。したがっ

て、IAS第40号が原価モデルに対

して求める、IAS第16号（有形固

定資産）に基づく償却原価（de-

preciatedcost）による測定という

取扱いは適用されない。

� 利用権が、公正価値で測定され

ている場合には、リース期間又は

偶発リース料（「変動リース料」

とも訳されることがある）（con-

tingentrentals）の見積りの変更

によって生じる支払賃借料債務へ

の調整額は、当期純利益で認識さ

れる。

� 利用権の再評価

借手の利用権の再評価（revalua-

tion）をどのように行うかについて

議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 借手は、たとえ利用権に活発な
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市場がない場合にも、IAS第16号

の再評価モデルを用いて、利用権

の再評価を行うことを許容される

べきである。

� 借手が、有形固定資産のある種

類の自己保有資産の再評価を選択

した場合には、借手は、リース資

産（利用権資産）の再評価を行う

ことを許容されるべきである。

� 借手がリース資産の再評価を選

択した場合には、借手には、当該

リース資産が属している有形固定

資産の種類全体の再評価が要求さ

れなければならない。

今回は、①金融負債に公正価値オ

プションを適用した場合の開示の変

更及び②金融負債に関する公開草案

の公表について議論が行われた。

� 公正価値オプションを適用した

場合の開示の変更

これまでのIASBの議論の結果、

新金融商品会計基準では、金融負債

の測定には、公正価値オプションに

おける自分自身の信用リスクの変動

をその他包括利益（OCI）で認識す

る点を除いて、実質的に、IAS第39

号の測定を維持することが暫定合意

されている。

① 金融負債に対する公正価値オプ

ションに関するこれまでの暫定合意

公正価値オプションに関するこれ

までの暫定合意は、次のとおりであ

る。

� 金融負債に対して公正価値オプ

ションを適用するという取扱いを

維持する。そして、現行IAS第39

号の３つの適格要件（①会計上の

ミスマッチの解消を目的とする、

②公正価値による業績管理で行わ

れている及び③金融負債が組込み

デリバティブを含んでおり、全体

を公正価値で測定する）を引き続

き求めることとする。

� 公正価値オプションを採用した

場合には、①公正価値変動のすべ

てをいったん当期純利益で認識し、

かつ、②自分自身の信用リスクの

変動に帰属する部分はOCIで認識

する（OCIで認識する金額と同額

を当期純利益段階で差し引く表示

（２段階表示）を行う）。

� OCIで認識された金額は、当期

純利益にリサイクルしない。

� この改訂は、完全遡及適用とす

る。

② 今回の議論

今回、これまでの暫定合意を前提

とする場合、下記に示したIFRS第

７号（金融商品開示）に基づく開示

項目以外に追加すべき開示項目があ

るかどうかが議論された。

追加開示事項に関する提案を説明

する前に、まず、現行IFRS第７号

の開示内容とこれが暫定合意によっ

てどのようになるかを概観する。

現行のIFRS第７号（第10項及び

第11項）では、公正価値オプション

を採用した金融負債の信用リスクの

変動に起因する公正価値の当該期中

及び累積の変動額及びそれを決定す

る方法などに関する開示をしなけれ

ばならないとされている。ところが、

自分自身の信用リスクの変動に帰属

する公正価値の変動部分はOCIで認

識するという暫定合意によって、信

用リスクに起因する公正価値のうち、

当期に発生した変動額は、包括利益

計算書の表面（OCI）で表示される

ことになるので、開示要求のうち、

当期中の変動額に関する開示はIFRS

第７号から削除されることになる。

しかし、次のようなIFRS第７号の

開示は、今後も維持されることにな

る。

・ 負債の信用リスクの変動に起因

する公正価値変動の累積額（第10

項�）

・ 負債の計上額と、企業が債務の

保有者に満期時に支払うことが契

約上要求される金額との差異（第

10項�）

・ 負債の信用リスクの変動の影響

を決定する際に使用された方法の

情報と、その方法が表現の忠実性

に沿っているかどうか（第11項）

今回、スタッフからは、次の２項

目の開示を追加すべきことが提案さ

れた。

� 自己の信用リスクの変動に起因

する累積OCIバランスの当期実現額

� 自己の信用リスクの変動に起因

する累積OCIバランスの実現累計額

議論の結果、自己の信用リスクの

変動に起因する累積OCIバランスの

当期実現額についてのみ、新規に開

示を求めることが暫定的に合意され

た。累積OCIバランスの実現累計額

の開示については、そのような金額

の開示の必要性や、さらに、実現し

た変動累積額が資本の部の独立項目

として表示され続けるかどうか明確

でないことから（留保利益に振り替

えられることもあり得る）、開示は

求めないこととされた。

� 金融負債に対する公開草案の公表

今回で論点の議論が終了したので、

公開草案の作成に着手することがス

タッフに指示された。公開草案は、

2010年５月11日に公表された（コメ

ント期間は60日）。なお、公開草案

では、本提案の早期適用を許容する

ことを提案しているが、その際には、

IFRS第９号（金融商品）など、既に
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確定しているIAS第39号（金融商品：

認識及び測定）の改訂も同時に適用

しなければならないとされている。

今回は、ボードメンバーからの要

請に応えて、ヘッジ会計のフェーズ

で検討すべき重要課題を整理した資

料が提供され、これについて議論が

行われた。今回は、情報提供が目的

で、暫定合意に達した事項はない。

スタッフからは、ヘッジ会計の検

討に当たっては、現行のIAS第39号

のヘッジモデルの構成を基礎として、

これまでの適用経験を経て、問題が

あると認定された特定の分野の改善

を図ること及び複雑性を軽減するこ

とを目指すことが説明された。また、

IAS第39号のヘッジ会計には、会計

処理を貫く原則が存在しているので、

これを明確化して基本原則として示

すことも併せて説明された。

今回は、公開草案のドラフトの作

成過程で出てきた事項に関して議論

が行われた。検討された論点及びそ

れに関する暫定合意は、次頁の表の

とおりである。

今回は、多くの項目の議論が予定

されていたが、他の優先プロジェク

トの検討に時間を費やしたため、投

資会社（investmentcompany）につ

いてのみ議論が行われた（ただし、

投資会社に関する開示は議論されて

いない）。今回検討されなかった議

題の多くは、その後、2010年５月４

日の臨時会議で議論された。

今回の議論では、①投資会社の定

義及び②経過措置について議論が行

われた。

なお、これまで投資会社について

は、2010年２月に一度議論され、次

の点が暫定合意されている。

� 投資会社は、連結範囲の例外と

して、その保有し、支配するすべ

ての投資を公正価値で測定しなけ

ればならない。

� 投資会社の定義は、現行の米国

会計基準をベースにして開発する。

なお、現行米国会計基準では、

投資会社に適格であるためには、

①投資活動（資金を他の企業に投

資することが、企業の主たる活動

である）、②単位所有持分（所有

持分が、株式などの純資産の比例

的な持分が配分される所有単位と

なっている）、③資金のプール

（投資家の資金がプールされて投

資管理に利用される）及び④報告

企業（投資会社が主たる報告企業

である）の４つの要素を満たす必

要があるとされている。

� 投資会社には、公正価値で測定

されるその支配する企業に対する

追加的な開示が求められる。

� 投資会社の定義

今回、投資会社の定義として、次

の内容が暫定的に合意された。

投資会社とは、次のすべての規準

を満たす会社をいう。

� 明確な事業目的：投資会社の明

確な事業目的は、収益（current

income）、資本増価（capitalap-

preciation）、又はその両方を求め

て投資活動を行うことである。

� 出口戦略（exitstrategy）：企

業は、投資を回収するための識別

された潜在的な出口戦略及びあら

かじめ決められた時間（ある期間）

を有している。

� 投資活動：企業のほとんどすべ

ての活動が、収益、資本増価、又

はその両方を求める投資活動であ

る。企業及びその関連会社は、他

の投資家又は被投資会社と無関係
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３ 金融商品（ヘッジ会計）

１ 財務諸表の表示

２ 連結

検討すべき重要課題

ヘッジ会計モデルの構成要素 検討すべき重要課題

全体的アプローチ 目的を設定し、原則を開発する

ヘッジ対象 適格性
� リスク要素の指定（非金融商品を含む）

� ヘッジ対象としてのデリバティブ

� グループ、ネットポジション

ヘッジ手段 適格性
� 買建オプション

� 現金商品

有効性 適格性 将来的・遡及的、定性・定量、閾値（threshold）

有効性 計測方法 どのように計測するか（ガイダンス）

指定解除・中止 強制適用・任意適用、制限

表示・開示
利用者のアウトリーチに基づく（関連付けた表

示を含む）

公正価値ヘッジの手法 ヘッジ対象（の簿価）の修正

他プロジェクトからの影響
ハイブリッド資産を区分処理しない、減損、リ

サイクルなしのOCIを通じた公正価値評価の影響

IASBとFASBの合同会議
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な人が入手できない被投資会社か

らの便益を獲得してはならない。

� 単位所有持分（unitownership）：

企業の所有持分が、 投資単位

（unitsofinvestments）によって

表象されている。

� 資金のプール：企業の所有者の

資金が、所有者が集団として専門

的な投資管理を活用できるように

プールされている。

� 公正価値：すべての投資が、公

正価値によって管理され、その業

績が評価されている（内部的にも

外部的にも）。
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論 点 暫 定 合 意 の 内 容

異常又は頻繁に

起こらない項目

米国会計基準では、異常又は頻繁に起こらない項目（unusual

orinfrequentoccurringitem）の包括利益計算書での表示及び

注記開示を求めている。これらの要求を公開草案に含めるこ

とが暫定合意された。

流動資産・負債

の区分のための

ガイダンス

公開草案には、財政状態計算書上で、どのように流動及び非

流動に区分するのかに関するガイダンスは追加しない（公開

草案における規定で十分）ことが暫定合意された。

金融負債の長短

区分

IAS第１号（財務諸表の表示）及び米国会計基準の間に金融負

債の長短区分に関する取扱いに相違があるが、この問題は、

別個のプロジェクトで扱うべきであり、この相違は残したま

ま公開草案を作成することが暫定合意された。

財政状態計算書

における混合表

示

IAS第１号（第64項）には、目的適合的な情報を提供できる限

り、流動・非流動区分と流動性配列を併用することが認めら

れている。この取扱いを公開草案でも引き継ぐことが暫定合

意された。

キャッシュ・フ

ローに関する補

完的情報

キャッシュ・フロー計算書に直接法を用いる公開草案を準備

中であるが、そこでは、営業利益（operatingincome）と営業

キャッシュ・フローとの間の調整表の開示が求められている。

また、非現金取引に関する情報の開示も求められている。こ

れらは、キャッシュ・フロー計算書の不可分の一部として表

示し、注記で開示すべきでないことが暫定合意された。

その他の開示

IAS第７号では次の開示を推奨しているが、このうち公開草案

では、�を強制する開示事項とすることが暫定合意された。

なお、FASBは、営業キャッシュ・フローをセグメントごとに

開示することを公開草案で求めることとしている（IASBは要

求しない）。

� 将来の営業活動及び資本のコミットメントの決済のため

に利用可能である未使用借入限度額の金額。

� 営業能力を維持するために必要とされるキャッシュ・フ

ローを示す合計額と、区分して表示された、営業能力を増

加させるためのキャッシュ・フローの合計額。

� 各報告セグメントの活動から生じるキャッシュ・フロー

の金額。

セクションとカ

テゴリーの同一

順序での配列

ディスカッション・ペーパーでは、財政状態計算書、包括利

益計算書及びキャッシュ・フロー計算書におけるセクション

とカテゴリーの表示は同一順序とすべきことが提案されてい

たが、公開草案では、次のようにすることが暫定合意された。

� 財務諸表でのセクションとカテゴリーの表示順序につい

ては記述しない。

� 企業は、財務諸表におけるセクションとカテゴリーを同

一順序とするように努力すべきであるが、企業活動を最

も理解できるように表示できる順序を選択しなければな

らない。また、企業は意味のある小計及び合計を表示す

ることが許容される。
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� 報告企業：投資会社は報告企業

でなければならない。

� 金融負債（debt）：投資会社の

被投資企業への資金の提供者は、

当該企業（投資会社）の他の被投

資企業に対して、直接の請求権

（directrecourse）を持っていては

ならない。

このほか、投資会社が支配してい

る投資を公正価値で測定するという

投資会社の会計処理は、投資会社の

親会社の連結財務諸表においてもそ

のまま維持することが暫定的に合意

された。

� 経過措置

従来は投資会社とみなされていな

かった会社が、新たな投資会社の定

義を満たす場合、当該会社は、その

支配する投資を、改訂された連結に

関する規定を初めて適用する日の公

正価値で認識しなければならない

（これによる調整は留保利益に対し

て行う）。

今回は、①セール・アンド・リー

スバック、②貸手の履行義務、③サ

ブ・リースの会計処理、④資産の減

損に関する貸手の会計処理、⑤土地

の長期リースの会計処理、⑥購入オ

プションの貸手の会計処理、⑦現金

リース料支払額の開示及び⑧貸手の

開示について議論が行われた。

� セール・アンド・リースバック

セール・アンド・リースバック取

引については、①原資産（リース資

産）の売却及び同一資産のリースバッ

クとみるか、②金融取引とみるかと

いう２つの考え方がある。どのよう

なときに、この２つの見方が適用さ

れるのかについて議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 原資産が売却されたと決定され

た場合に、セール・アンド・リー

スバック取引は、金融取引ではな

く、原資産の売却及び同一資産の

リースバックとして扱う。ここで、

原資産が売却されていると判断さ

れるのは、契約の満期において、

原資産の支配が移転し、かつ、些

細なものを除き、原資産のすべて

のリスク及び便益が買手（貸手）

に移転する場合である。

� セール・アンド・リースバック

取引を売却として会計処理するこ

とが適格とされた場合で、売却と

同一資産のリースバックが公正価

値で行われている場合には、当該

取引から生じた損益は、繰り延べ

るべきではない（その時点で認識

する）。もし、売却と同一資産の

リースバックが公正価値で行われ

ていない場合（例えば、売手（借

手）が市場価格より高価な価格で

売却を行って現金を受け取り、そ

の後、市場価格より高いリース料

を支払うような取引）には、資産、

負債、認識された損益を調整して、

現在の市場の賃借料が反映される

ようにする。すなわち、公正価値

で行われていない取引の場合、当

該取引から生じる損益を繰り延べ

るという処理は行わない。

� 貸手の履行義務

貸手の会計処理に関しては、

FASBは履行義務モデル（リース契

約が締結されても原資産はそのまま

認識し続け、さらに、リース債権と

履行義務を認識するモデル）を支持

し、IASBは認識の中止モデル（リー

ス契約の締結により原資産の認識の

中止を行い、代わりにリース債権を

認識するモデル）を支持している。

今回は、履行義務モデルにおける履

行義務をリース契約開始後にどのよ

うに償却していくかに関して議論が

行われた。認識の中止モデルについ

ては、2010年５月以降に議論される

予定である。

議論の結果、履行義務の償却は、

リース資産を借手が利用するパター

ン（例えば、リース期間又は利用時

間）に基づいて、規則的かつ合理的

な方法 （systematic and rational

manner）で行われるべきことが、

暫定的に合意された。また、リース

契約開始時に収益（又は損益）を認

識すべきかどうか（例えば、製造業

を営む企業がリース事業も行ってい

る場合）などについて、さらに検討

することがスタッフに指示された。

� サブ・リースの会計処理

ここで議論されているのは、主た

るリース（headlease）契約によっ

て入手したリース資産を、さらにサ

ブ・リースする場合で、このような

取引を行っている企業は、主たるリー

ス契約では借手となり、サブ・リー

ス契約では貸手となる。このような

場合における当該企業（中間の貸手）

のサブ・リースの会計処理及び財務

諸表における表示について議論され

た。なお、ここでの議論では、貸手

のリースの会計処理として履行義務

モデルが採用された場合が前提とさ

れている。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 中間の貸手は、主たるリース契

約の借手として、主たるリース契

約から生じる資産（利用権資産）

及び負債（リース料支払義務）を

新リース会計基準に基づいて認識

しなければならない。中間の貸手
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３ リース
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は、サブ・リースの貸手として、

新リース会計基準（履行義務モデ

ル）に基づいて、サブ・リース契

約から生じる資産（リース債権）

及び負債（履行義務）を認識しな

ければならない。

� 中間の貸手は、主たるリース契

約から（借手として）生じる資産

（利用権資産）及び負債（リース

料支払義務）及びサブ・リース契

約から（貸手として）生じる資産

（リース債権）及び負債（履行義

務）を、財政状態計算書上で、①

主たるリースから生じるリース料

支払義務は独立した負債として、

他の一般の負債に含めて表示し、

②それ以外のリース資産及び負債

（主たるリースから生じる利用権

資産、サブ・リース契約から生じ

るリース債権及び履行義務）は、

まとめて１つの小計を示して表示

しなければならない（下記参照）。

資産

……

利用権資産（主たるリース）

リース債権（サブ・リース）

履行義務（サブ・リース）

小計（上記３つの小計）

負債

……

リース料支払義務（主たるリース）

……

負債合計

� 中間の貸手は、重要なサブ・リー

スの性質及び金額について、財務

諸表で開示を行わなければならな

い。

� 資産の減損に関する貸手の会計

処理

ここでは、貸手の会計処理に当たっ

て、履行義務モデルを採用した場合

における減損について議論を行って

いる。履行義務モデルでは、貸手は、

原資産とリース債権という２つの資

産を有する。受取債権に関する約定

キャッシュ・フローはリース契約に

よって生じるが、それは原資産の使

用によって生じると期待される経済

的便益を主として反映する。そのた

め、原資産の経済的便益はあたかも、

実質的に２つの資産の測定に含まれ

ているようにみえる。したがって、

原資産が分離されて評価される場合、

リース期間におけるキャッシュ・フ

ローは貸手の受取債権として認識さ

れていることから、原資産は減損し

ていると主張し得る。このようなこ

とから、リースに関連する貸手の資

産の減損を認識する際に、次の２つ

の考え方が考えられる。

� 原資産と履行義務の純額を１つ

の減損測定単位ととらえ、これに加

えて、リース債権を独立した単位

と考える見方。この見方によると、

前者は、非金融資産の減損に関す

る規定に従って減損を判定するこ

とになり、後者は、金融資産の減

損に関する規定に従ってリース債

権の減損を判定することになる。

� 原資産、履行義務及びリース債

権すべてを１つの減損測定単位と

してネットでとらえる見方。この見

方によると、ネットで把握された減

損測定単位に対して、非金融資産

の減損に関する規定を適用し、正

味の減損額を測定することになる。

議論の結果、上記�の考え方が暫

定的に合意された。リース債権の減

損がまず測定されることになる。原

資産の減損をどのように測定するか

に関しては、さらに検討することが

スタッフに指示された。

� 土地の長期リースの会計処理

2010年２月会議で、超長期の土地
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リースは、購入又は売買取引とは考

えないことに暫定合意しているが、

同時に、スタッフに対して、超長期

の土地リースを新しいリース会計基

準から除外する規準を開発すること

が指示されていた。

その後、スタッフは、関係者から

の意見も聴取した上で検討を行い、

今回、これらの分析を踏まえて、超

長期の土地リースを新リース会計基

準から除外しないことが提案された。

議論の結果、スタッフの提案が暫定

的に合意された。

� 購入オプションの貸手の会計処理

貸手の会計処理で履行義務モデル

を採用する場合における貸手の購入

オプションの会計処理が議論された。

ここでいう購入オプションとは、借

手に、特定日以後にリース資産を購

入するオプションを与えるものを指

し、当該オプションの行使価格は、

割安価格である場合も、公正価値又

は固定価格である場合もある。

FASBとIASBは、借手が行う購入

オプションの会計処理については暫

定合意に達しており、購入オプショ

ンは究極の更新オプションとみるこ

とができるとしている。このため、

購入オプションに関する会計処理は、

リースを延長又は解約するオプショ

ンについての会計処理と同様である

べきであるとされている。

議論の結果、購入オプションの貸

手の会計処理は、更新オプション又

は解約オプションの貸手の会計処理

と同じであるべきだという考え方に

基づいて、次のように会計処理する

ことが暫定的に合意された。

� 購入オプションは、別個の資産

として認識してはならない。

� 貸手の受取債権及び履行義務は、

リース期間にわたって受け取るで

あろうリース料支払額に基づき認

識されなければならない。したがっ

て、貸手は、購入オプションが行

使される可能性が50％超かどうか

を決定する。貸手が、権利行使さ

れる可能性が50％超であると判断

した場合には、貸手のリース債権

には、購入オプションの行使価格

が含まれる。

� 購入オプションの権利行使の可

能性は、報告日ごとに再評価され

る。その際に、購入オプションが

権利行使されることを示唆する事

実や状況に変化がない限り、すべ

てのリースについての詳細な調査

は求められない。

� 購入オプションの権利行使の再

評価から生じるリース債権の変動

は、履行義務の調整として認識さ

れる。

� 貸手の履行義務は、貸手が借手

に提供する原資産の費消パターン

を表すような方法で、リース期間

にわたって収益として認識する。

購入オプションに関連する貸手の

履行義務は、購入オプションの権

利行使が行われるまで、収益とし

て認識しない。

� 現金リース料支払合計額の開示

2010年３月の共同会議で、FASB

とIASBは、借手の開示として、リー

ス契約から生じる借入額の現金支払

額及び支払利息の双方は、キャッシュ・

フロー計算書においては、財務活動

として分類し、それぞれ独立して表

示することに暫定合意している。そ

の際、一部のボードメンバーから、

両者の合計額、すなわち、その期間

に支払われた現金リース料の合計額

を、借手の財務諸表に表示又は開示

されるべきだとの指摘があった。今

回は、これを受けて、現金リース料

支払合計額を開示すべきかどうかが

議論された。

議論の結果、現金リース料支払合

計額を財務諸表上で開示する必要は

ないことが暫定的に合意された。し

かし、借手の支払義務の期首から期

末までの異動状況の調整表の一部と

して、各期の現金リース料支払合計

額を提供することができる。

� 貸手による表示

今回は、履行義務モデルを前提と

した場合の貸手の開示について検討

が行われた（今後、必要に応じて認

識中止モデルを前提とした開示が議

論される）。

議論の結果、開示に関する原則を

含め、次の点が暫定的に合意された。

� は開示原則を示し、� から �

は具体的な開示項目を示している。

� 開示原則：企業は、次のような

質的及び量的な財務情報を提供す

る。

・ リース契約から生じ、財務諸

表で認識された金額を識別し、

説明することができる情報

・ 利用者が、①リース契約から

生じるキャッシュ・フローの金

額、時期及び不確実性の性質や

程度、②企業がどのようにキャッ

シュ・フローを管理しているか

について、評価できるような情

報

� リース契約が、収益・当期純利

益又は資産の観点から、貸手の事

業活動の重要な一部である場合に

は、リース契約の性質について、次

の事項を含む分解情報を開示する。

・ リース契約に関する全般的説明

・更新・解約及び購入オプション

の存在及び条件

・ 偶発リース料がリース債権及

び履行義務の簿価に及ぼす影響
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会計

がどのように決定されたかに関

する記述

・ 発生した当初直接費用

� リース資産に関する現行の開示

規定に加えて、①リース契約によっ

てリース資産に生じた制約の記述

及び②残価保証の存在及び条件に

関する記述を行う。

� リース債権に関して、年次ベー

スでの満期情報を、５年以内につ

いては１年ごとに、５年超は合計

で開示する。さらに、契約上のリー

ス債権額（contractualreceivable）

と合計のリース債権額（totalre-

ceivable）を比較する形で開示す

る（例えば、５年のリース契約に、

その後２年の更新オプションが付

いている場合、契約上のリース債

権には５年分の債権が、合計リー

ス債権には７年分の債権が開示さ

れる）。なお、貸手には、リース

債権の公正価値の開示は求められ

ない。

� 履行義務については、収益認識

プロジェクトで要求される履行義

務に関する開示情報を開示する。

� リース債権と履行義務について

は、期首から期末までの変動に関

する要因ごとの調整表を開示する。

調整表は、財務諸表の表示プロジェ

クトで検討している分解原則に準

拠して作成する。スタッフに対し

て、変動要因ごとの調整額を総額

又は純額のどちらで開示すべきか

（例えば、オプション、偶発リー

ス料及び残価保証の見積りの変更

による増加と減少）について検討

することが指示された。

� IFRS第７号に基づくリース債権

に関連するリスクに関する情報を

開示する。

� 貸手は、短期リースに対して簡

便な会計処理を適用している場合

には、その事実、及び簡便法を適

用して財政状態計算書において認

識されている資産・負債の総額を

開示する。なお、ここで短期リー

スとは、最長リース可能期間が12

か月以内のものを指す。貸手は、

通常リースに関する詳細な情報を

有していることから、短期リース

について簡便法の適用を認めるこ

とに対しては異論もあったが、

2010年１月の合同会議で、貸手に

対してもオプションを付与するこ

とが決定されている。
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教材コード Ｊ０２０５８７

研修コード ２１０３０１

履 修 単 位 １単位

ContractualreceivableCU TotalreceivableCU

2010 XX XX

2011 XX XX

2012 XX XX

2013 XX XX

2014 XX XX

Thereafter XX XX

Total XXX XXX

PerformanceobligationCU LeasereceivableCU

Balanceat1January20X0 XXXX XXXX

Changesinestimates

From:

Options XX XX

Contingentrentals XX XX

Residualvalueguarantees XX XX

Additionalobligation/receivable XXX XXXX

Impairment （XXX）

Satisfactionofperformanceobligation（XXX）

Cashreceiptstosatisfyreceivable （XXX）

Interestaccruedonthereceivable XXX

Disposalofreceivable （XXX）

Balanceat31December20X0 XXXX XXXX



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Gray Gamma 2.2)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Photoshop 5 Default CMYK)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails true
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 524288
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Remove
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 150
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Average
  /ColorImageResolution 144
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 144
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 15
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 300
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /SyntheticBoldness 1.000000
  /Description <<
    /JPN ()
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


